
セミナー「日本をとりまく国際通商情勢と
法曹の役割」

日時：20２4年2月15日（木）18：00～20：00
開催方法：ウェビナー形式（Zoom）

ご提供いただいた個人情報は、日本弁護士連合会の個人情報保護方針に従い厳重に管理し、本セミナーの運営のために利用します。
また、この個人情報に基づき、日本弁護士連合会または日本弁護士連合会が委託した第三者から、シンポジウム等のイベントの開催案内、
書籍のご案内その他当連合会が有益であると判断する情報をご案内させていただくことがあるほか、個人情報は、統計的に処理・分析し、
その結果を個人が特定されないよう統計情報として公表することがあります。

■講演
講師：
清水茉莉 氏
（経済産業省通商機構部国際法務室長、60期）
高嵜直子 氏
（経済産業省通商機構部通商交渉調整官、60期）
西村祥平 氏
（経済産業省通商機構部通商交渉調整官、61期（登録抹消済））
平澤史子 氏
（経済産業省通商機構部国際経済紛争対策室室長補佐）

コメント：
宮岡邦生 弁護士
（日弁連法律サービス展開本部国際業務推進センター幹事）

■セミナー内容
近時、経済安全保障への注目の高まりや米中貿易問題等を背景に、国際

通商法の重要性は一層増しています。本セミナーでは、経済産業省にて国
際通商法を所管する国際経済紛争対策室の方々をお招きし、ご講演いただ
きます。

また、同国際経済紛争対策室では、任期付職員として法曹人材を積極的
に募集・採用しており、職業行政官と一体で任務を遂行しています。本セ
ミナーでは、外部（法律事務所）出身の法曹人材として活動される方々に
お越しいただき、求められる法曹像についても言及いただく予定です。

参加をご希望の⽅は，次のURLからお申し込みください。
【参加申込ページ】
https://form.qooker.jp/Q/auto/ja/kokusaisemim/kcareer24/

◯今般の通商政策（炭素国境調整措置や通商ルールと安全保障を巡る議論
等）
◯アンチ・ダンピング（ＡＤ）措置をはじめとする貿易救済措置への対応
◯国際通商規律の適正なエンフォースメントを目指す日本のＷＴＯ紛争解
決手続での活動

◯ＷＴＯ紛争解決手続の機能不全問題と日本の対応（二審を代替する仲裁
枠組みとしての「ＭＰＩＡ」参加等） など

■主催
日本弁護士連合会

■参加費
無料

■主な参加対象
弁護士、司法修習予
定者、司法試験受験
生、法科大学院生、
大学生等

■その他
本セミナーは、Zoom
を利用したウェビ
ナー形式での開催を
予定しております。
※会場でのご参加は
不可とさせていただ
きます。

お申込は
こちらから
↓↓↓

事前申込み期限

2月13日（火）


